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機関によってさまざまである。「貧困は幸福（Well-being）の剥奪である」（World Bank, 2002, p.15）。
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慢性的な病気、広範な犯罪など、多様な要素から構成される（UNSD, 2005, p.6）。 









貧困ラインを用いて、それらの購買力平価（Purchasing Power Parity: PPP） をベースに最貧国の内 6カ
国を対象に検証を行った。その結果、1 人当たり 1 日約 1 ドル未満で生活している人々は貧困状況に
あることを明らかにした。これにもとづき、世界銀行は、1990 年に初めて、国際貧困ラインを 1 日 1
ドルと設定した。 
また、2005 年に、より多くの国のデータを基に再度検討した結果、世界最貧国の内 15 カ国の国別
貧困ラインを基準に、国際貧困ラインを 1 日 1.25 ドルに引き上げた。続いて、2015 年に 2005 年と同
じ 15 カ国の国別貧困ラインを用いて、2011 年の PPP をベースに 1 日 1.90 ドルという新しい国際貧困
ラインを設定した 。国別貧困ラインの基準では貧困問題の国際比較が難しいため、1990 年以降は、
世界銀行による PPP ベースの国際貧困ラインが使われるようになった。 
一方、1990 年に発表された UNDP による『人間開発報告書』では、どのような人々が貧しい人々
であり、貧困にさらされているのかについてより詳しく述べられている。本報告書では、貧困には次
のような 5 つの本質があるとされている。①貧しい人々は同質ではないこと、②約 10 億人の貧困者
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成長を遂げている新興国などでも重要な問題となっている。そのため、UNDP は、所得と経済成長の
側面だけで国の開発の度合いを測ることはできないとして、1990 年に国民の寿命、識字率と一人当
たり名目 GDP を基準に人間開発指標（HDI）を発表した。 







測定する主なアプローチである（Laderchi et al., 2003, p.44）。アプローチによって貧困の要素は異な
っており、またアプローチによって貧困の程度も異なるため、簡単に測れるアプローチは存在しない
（Laderchi et al., 2003）。とはいえ、これらの中では、所得貧困アプローチが世界で最も利用されて
いるアプローチである。このアプローチでは、人々の消費（Consumption）あるいは所得（Income）
を基準に貧困が測定される。他方、所得を基準とする測定はむろん重要であるが、その他の次元にお






がある。その指標・指数として貧困者比率（Poverty Headcount Ratio）、貧困ギャップ率（Poverty Gap 
Ratio）、ジニ係数（Gini Coefficient, Gini Index）、人間開発指数（Human Development Index：HDI）、
人間貧困指数（Human Poverty Index：HPI）、多次元貧困指数（Multidimensional Poverty Index: MPI）
などが使われている。本節ではそれぞれ貧困尺度について検討しながら、それぞれの指標・指数によ
り南アジア諸国の位置づけを検討していくことにする。 




の割合を表す。前述したように、国際貧困ラインは 1 日 1.90 米ドルであり、貧困率は 1 日 1.90 米ド
ル未満で生活する人口のことである。 
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本稿では、世界銀行が発表する貧困率計算年度は各国によって異なるため、同じ年度のデータを利
用し、比較することができなかった。図表１は、南アジア諸国の貧困率とジニ係数を表すものである。
南アジア諸国の貧困率は、モルディブ 0.02％（2016 年）、スリランカ 0.83％（2016 年）、ブータン
1.49％（2017 年）、パキスタン 3.94％（2015 年）、バングラデシュ 14.77％（2016 年）、ネパール
15.01％（2010 年）およびインド 21.23％（2011 年）の順位にある（図表 1 参照）。 





あれば、遠いところにいる人もいる。そのギャップを把握するために、世界銀行は、1 日 3 ドル未満
で生活する人口および 1 日 5 ドル未満で生活する人々の比率等も計算している。ここで言う貧困率は、






3. ジニ係数（Gini Coefficient, Gini Index） 
Atkinson（1970）と Sen（1976）によって不平等と貧困が理論的に比較可能な形で提示され、この
分野の研究が本格的に始まった。ジニ係数は、社会における所得格差を表す指標である。ジニ係数は
不平等を測るために最も使用されており、ジニ係数は 0 の場合は完全に平等であり、ジニ係数は 1 の
場合は完全に不平等であることを意味する。世界銀行およびその他の研究者などは、このジニ係数を
100 で掛け算し利用する。例えば、ジニ係数が 0.35 の場合、0.35×100＝35 となりジニ係数は 35 とし
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図表 1 南アジア諸国の貧困率とジニ係数 
 









共サービスの普及の公的プログラムが不可欠である（World Bank 1978, p.23）。開発途上国の所得が

















バングラデシュ 2016 14.77 2.71 0.78 32.39 157.97
ブータン 2017 1.49 0.24 0.07 37.44 0.75
インド 2011 21.23 4.27 1.28 37.83 1265.78
モルディブ 2016 0.02 0 0 31.29 0.48
ネパール 2010 15.01 3.05 0.99 32.84 27.01
パキスタン 2015 3.94 0.5 0.1 33.45 203.63
スリランカ 2016 0.83 0.09 0.02 39.81 21.2
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できる人の割合、5 歳未満の栄養失調児の割合、これら 3 つの合成を表したものである。この指数は
全く新しいものではなく、すでに HDI にも反映されている。 







困の程度と発生頻度を明らかにするものとして、UNDP により 2010 年人間開発報告書において導入








れる (Alkire & Santos, 2010, p.7)。 
教育と保健の各指標の価値は 1.67（10 の 1/6）であり、生活水準の各指標の価値は 0.55（10 の 1/18）
である。複数の指標の合計価値が 3 点を上回った場合は、多次元貧困状態にあると認定される。例え
ば、Aさんは、栄養と就学率に剥奪されている場合、その指標の価値は 1.67+1.67＝3.34（≥3）となり、
合計は 3 点以上となるので、A さんは多次元貧困状態にいるとされる。B さんは、電気、水、衛生と
住居の床に剥奪されている場合、その指標の価値は 0.55+0.55+0.55+0.55＝2.20（＜3）となり、合計
は 3 点未満となるので、B さんは多次元貧困状態ではないとされる。 
南アジア諸国には、世界の多次元貧困者の約 50.9％の人々が居住しており、世界で多次元貧困者が
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図表 2 南アジア諸国の MPI と各分野の貢献率 
 
 出所：国連開発計画 HP, http://hdr.undp.org/en/2019-MPI を参照に筆者作成。 
ネパールの多次元貧困報告書 2018 年によると、多次元貧困指数における生活水準の各指標のシェ
アの内、炊事用燃料 28.18％、衛生 18.68％、家の状態 27.22％、財産 11.92％という状況である (NPC 















アフガニスタン 2016 0.272 55.9 48.6 45 10 45
バングラデシュ 2014 0.198 41.7 47.5 29.2 23.5 47.3
ブータン 2010 0.175 37.3 46.8 36.6 24.2 39.2
インド 2016 0.123 27.9 43.9 23.4 31.9 44.8
モルディブ 2017 0.003 0.8 34.4 15.1 80.7 4.2
ネパール 2016 0.148 34 43.6 27.2 31.5 41.2
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世界銀行によると、2005～2010 年の間に、農村貧困緩和に農業が 69％を貢献していたが、2010～
2016 年には、農業のシェアが減少し、約 27％となった。一方、サービス業と工業・製造業分野のシ
ェアは上昇する傾向にあり、工業・製造業 23％、サービス業が 36％となっている（World Bank 2019, 
p.50）。都市部の貧困緩和においては、主に工業・製造業分野のシェアが高いことが見られる。縫製
産業、その他の製造業、建築産業、交通運輸産業が、主な産業である（ibid, p.55-57）。 






バングラデシュ政府は、第 4 次 5 カ年計画（1990-1995 年）において、人材育成、開発と女性、環
境保護に焦点を当て、次のような目標を掲げた。①年間 5％のGDP成長を確保する、②人材育成を通
じて雇用機会を創出し貧困問題の緩和する、③経済的自立させる、という 3 つの目標を掲げた
（Ministry of planning, 1997, p.12）。さらに、第 5 次 5 カ年計画（2003-2010 年）では、貧困問題解決






に、第 6 次 5 カ年計画（1987-1992 年）からさまざまな対策を立てるようになった。ブータンにおけ
る過去の農地分配制であるキデゥ（KIDU）制度は社会に悪影響を及ぼしたため、新しい制度を導入







ると、2003 年の 17.64％から 2017 年の 1.49％へと減少している。 
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（NSBOB, 2014, p.48）。 
政策と同時に民間セクターにおける企業育成も、ブータンにおける貧困緩和の最も重要な要因であ
る。ブータンでは、約 98％の企業が民間セクターにおける中小企業であり、これらの企業は国内で







もたらされた （Deininger and Nagarajan, 2009, p.516）。インド政府は、1951 年から第 1 次 5 カ年計画
（1951-1956年）を策定しており、第 2次５カ年計画（1956-1961年）から貧困問題の解決に注目する
ようになった。農業、森林産業、エネルギーなどの分野における改善、人口抑制、貿易、雇用機会の
増加などによって貧困問題を緩和する目標を掲げた（Planning Commission, 1976, pp.5-28）。インドで
は主に、従来から社会的に排除された農村部の人々、社会的低カーストの人々、イスラム教の人々、
若い世代および子供は、多次元貧困を抱えている（OPHI, 2018, p.23）。 
インドでは、1983 年に 54.8％であった貧困率が、2011 年には 21.23％にまで減少している。一方、






献している(Datt and Ravallion, 2011, p.186)。一方、ダット＝ラバリオン（2011）は、農村部の貧困層
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は、1956年から 5カ年国家計画を開始した。第 8次 5カ年国家計画（1992～1997年）以降は、パンチ
ャヤット制度が社会に与えた悪影響を打破し、貧困の削減及び平等な社会の構築することが課題とし
て取り入れられた。第 9 次 5 カ年国家計画（1997～2002）では、貧困問題に以前より積極的に取り組
み、42％弱であった貧困率を 2017 年までに 10％にまで減少するとの目標を掲げた。また、2002 年の
第 10 次 5 カ年国家計画（2002～2007 年）が始まった。貧困問題を緩和のために集中的に活動する機




図表 3 ネパールにおける貧困の推移 
 
出所：経済調査 2002/2003、2008/2009、2011/201、2018/2019 を参照に筆者作成。 
 
図表 3 は、ネパールにおける国別貧困率ライン以下で生活している人々の割合を示したものである。
1995/1996 年に 41.8％であった貧困率は、2017/2018 年には 18.7％にまで減少している。このような貧
困改善の要因、国際機関による貧困解決活動、ネパール政府による 5 カ年計画と 1990 年以降の海外
送金増加などが挙げられる。 
 
年度 人口(100万） 貧困率 減少率 貧困人口（100万）
1995/1996年 20.5 41.8 - 8.57
2003/2004年 24.7 30.85 10.95 7.62
2009/2010年 26.25 25.4 5.45 6.67
2010/2011年 26.49 25.2 0.20 6.68
2011/2012年 26.85 24.4 0.80 6.55
2012/2013年 27.25 23.8 0.60 6.49
2013/2014年 27.58 - - -
2014/2015年 27.95 - - -
2015/2016年 28.33 21.6 2.20 6.12
2016/2017年 28.71 - - -
2017/2018年 29.1 18.7 2.90 5.44
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ため比較することが難しいが、モルディブ 0.02％（2016 年）、スリランカ 0.83％（2016 年）、ブー
タン 1.49％（2017年）、パキスタン 3.94％（2015年）、バングラデシュ 14.77％（2016年）、ネパー
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